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２－18　災害時におけるコミュニティーエフエム放送に関する協定書
　松川村村長　平林　明人（以下「甲」という。）とあづみ野エフエム放送株式会社代表取締役社長　花村　薫（以下「乙」という。）とは、松川村区域において地震、風水害その他の原因による災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき、災害に関する情報（以下「災害情報」という。）を村民に円滑に伝達するため、コミュニティーエフエム放送（以下「放送」という。）について次のとおり協定する。

　（趣旨）

第１条　この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「災対法」という。）第57条及び大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号。以下「大震法」という。）第20条の規定に基づき、甲が乙に放送を行うことを求めるときの手続きに関し必要な事項を定めるものとする。

　（放送の要請）

第２条　甲は、災対法第56条の規定による通知又は警告が必要なときは、同法第57条の規定に基づき、乙に放送を行うことを求めることができる。

２　前項の規定は、甲が、大震法第９条に基づく警戒宣言が発せられたことを知った場合において、同法第20条の規定に基づき、乙に対し放送を行うことを求めるときに準用する。

３　前２項の規定のほか、甲は、災害の発生の防止又は災害応急対策を実施するうえで、放送以外に有効な通信、伝達手段がとり得ない場合に、乙に対し放送を行うことを求めることができる。

　（要請の手続き）

第３条　甲は、乙に対し、次に掲げる事項を明らかにして放送の要請をするものとする。

　(１)　放送要請の理由

　(２)　放送事項

　(３)　その他必要な事項

２　要請は原則として文書（別紙様式）によるものとする。ただし緊急やむを得ない場合は、電話又は口頭によることができるものとする。

　（災害情報の提供）

第４条　甲は、乙に求める災害の規模、被害の状況、復旧見通しなど災害に関する情報を速やかに提供するものとする。

　（放送の実施）

第５条　乙は、甲から要請を受けた事項に関し、放送の形式、内容、時刻及び送信系統を、その都度自主的に決定し、放送するものとする。

　（連絡責任者）

第６条　第３条に掲げる放送要請の円滑な実施を図るため、甲にあっては総務課長、乙にあっては放送局長を連絡責任者とする。

２　連絡責任者の変更があった場合には、その都度相互に連絡するものとする。

　（費用の負担）

第７条　乙は、災害情報放送に要する費用を甲に請求しない。ただし、放送時間が長期間に及ぶ場合は、別途協議するものとする。

　（有効期間）

第８条　この協定書の有効期間は、協定を締結した日から１年間とする。ただし、有効期間満了の１箇月前までに甲又は乙のいずれからも書面による異議の申し出がない場合は、この協定を有効期間満了後１年間延長するものとし、以後この例によるものとする。

　（協議）

第９条　この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ定めるものとする。

　この協定の締結を証するため、協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。

　　平成26年３月　　日

甲　　松川村村長　　　　　　　　　　　

平林　明人　　　　　

乙　　あづみ野エフエム放送株式会社　　

代表取締役社長　　　　　　　　　

花村　　薫　　　　　
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